年　　　月　　　日（別記様式１）

寄付申込書
国立研究開発法人物質・材料研究機構
理事長　　　　　　　　　殿
団体名
住　所
代表者名　　　　　　　　　　　
（担当者名　　　　　　　　　　　）
（連絡先　　　　　　　　　　　　）

国立研究開発法人物質・材料研究機構に下記のとおり寄付をします。

記

１．提供資金の金額　　金　　　　　　　　　円也

２．提供資金の使途を特定する場合はその内容

３．寄付要件の確認
	確認欄
（☑してください）
	項目

	□
	私は、NIMSに対して寄付金等に相当する反対給付を求めません。
※「反対給付」とは、寄付者が機構へ寄付金等を提供する見返りに、物質・材料に関する技術情報（公知のものを除く。）や技術指導等を求める行為をいう。ただし、返礼品や顕彰等は反対給付に該当しない。

	□
	私は、寄付金等に次に掲げる条件を付しません。
（１）寄付金等の経理について、寄付者が検査を行うこと。
（２）寄付金等の申し込み後に、寄付者が寄付金等の全部又は一部を取り消すことができること。

	□
	私は、売買、賃借、請負その他の契約（共同研究、委託研究の実施に係るものを含む。）により、過去３年間にNIMSより支払いを受けた実績のある事業者又は今後２年間にNIMSより支払いを受けることが想定される事業者ではありません。
※ただし、寄付金等の使途及び使用者が特定された場合は、その特定された使用者が当該契約に関わる場合に限る。



　４．顕彰等の希望確認
	項目
	希望します
	希望しません

	NIMS公式ウェブサイト等での寄付者ご芳名（法人名又は個人寄付者名）の公開
	□
（英語表記：　　　　　）
	□

	（個人10万円以上、法人100万円以上のご寄付の場合）
NIMS本館ロビー設置の銘板への顕彰
	□
	□

	（個人1万円以上のご寄付の場合）
寄付返礼品
	□
	□



· 物質・材料研究機構は、所得税法施行令第２１７条第１号及び法人税法施行令第７７条第１号に掲げる「特定公益増進法人」であり、弊機構の主たる目的である業務（弊機構による出資業務を除く。）に関連する所得税法第７８条第２項第３号又は法人税法第３７条第４項に規定する寄付金として受領する場合、上記の寄付金は税法上の優遇措置を受けることができます。
